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(57)【要約】
【課題】本発明は、機能層との密着性に優れ、屈曲後に
抵抗値が上昇し難い保護膜を有する有機ＥＬディスプレ
イ用部材の提供を目的とする。
【解決手段】基材、基材、無機バリア層、および前記無
機バリア層上に硬化被膜である保護膜を備え、前記硬化
被膜は、引張速度０．０１ｍｍ／秒での引張弾性率が４
００～４０００ＭＰａ、かつ前記硬化被膜を２％延伸し
たときの引張応力が１５～６０ＭＰａである、有機ＥＬ
ディスプレイ用部材。なお、前記保護膜上には、粘着層
を備えることが好ましい。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材、無機バリア層、および前記無機バリア層上に硬化被膜である保護膜を備え、
　前記硬化被膜は、引張速度０．０１ｍｍ／秒での引張弾性率が４００～４０００ＭＰａ
、かつ前記硬化被膜を２％延伸したときの引張応力が１５～６０ＭＰａである、有機ＥＬ
ディスプレイ用部材。
【請求項２】
　前記保護膜上に、粘着層を備える、請求項１記載の有機ＥＬディスプレイ用部材。
【請求項３】
　前記粘着層上に、基材を備える。請求項２記載の有機ＥＬディスプレイ用部材。
【請求項４】
　前記保護膜の厚みが３～３０μｍである、請求項１～３いずれか１項に記載の有機ＥＬ
ディスプレイ用部材。
【請求項５】
　前記粘着層の厚みが１０～３００μｍである、請求項２～４いずれか１項に記載の有機
ＥＬディスプレイ用部材。
【請求項６】
　前記保護膜は、環構造を有する樹脂（Ａ）、および架橋剤（Ｂ）を含む、請求項１～５
いずれか１項に記載の有機ＥＬディスプレイ用部材。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機ＥＬディスプレイ用の部材に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、スマートフォンやタブレット端末等の携帯端末に代表される電子機器は、大きさ
を維持しつつ諸機能の向上、および薄型化が進められている。そのため、電子機器の内部
に搭載されるプリント配線板やディスプレイ部材を始めとする電子部品は、薄型化、高密
度化、多層化、配線の高精細化が検討されている。
例えばスマートフォンでは、限られた空間に多機能を実現するため多くの部材が収納され
ている。その中のひとつとして配線等の保護膜は、折り曲げ等を実現できる高度な可とう
性および屈曲性、ならびに狭い空間での使用を考慮した高い電気絶縁性や熱安定性等の性
能が求められる。さらに携帯端末の必須部材であるタッチパネルは、タッチパネル上に基
材および機能層（例えば透明導電層、信号配線、無機バリア層）が積層されているところ
、保護膜は前記機能層と積層されるため更なる適性が必要になる。また、他の機能層とし
て太陽電池内部の透明電極の破断を防止し、保護する必要がある。
【０００３】
　特許文献１には、環構造を有さないアクリル樹脂、光重合性化合物、および光重合開始
剤を含む樹脂組成物が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】ＷＯ２０１３／０８４８７５号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかし、従来の樹脂組成物を用いた保護膜は、可とう性および屈曲性が低いため、曲げ
等の応力を加えると割れ（クラック）が発生する。例えば、透明電極を保護する場合抵抗
値が上昇する問題があった。また基材に対する密着性が低い問題もあった。
【０００６】
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　本発明は、機能層との密着性に優れ、屈曲後に抵抗値が上昇し難い保護膜を有する有機
ＥＬディスプレイ用部材の提供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の有機ＥＬディスプレイ用部材は、基材、無機バリア層、および前記無機バリア
層上に硬化被膜である保護膜を備え、
前記硬化被膜は、引張速度０．０１ｍｍ／秒での引張弾性率が４００～４０００ＭＰａ、
かつ前記硬化被膜を２％延伸したときの引張応力が１５～６０ＭＰａである、有機ＥＬデ
ィスプレイ用部材である。
【発明の効果】
【０００８】
　上記の本発明によれば、樹脂組成物の硬化被膜が適度な引張弾性率、および延伸時に適
度な引張応力を有することで、密着性、および屈曲後にクラックが発生し難い効果が得ら
れる。
【０００９】
　本発明により機能層との密着性に優れ、屈曲後に抵抗値が上昇し難い保護膜を有する有
機ＥＬディスプレイ用部材を提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】透明電極層を保護する態様の模式図断面図
【図２】無機バリア層の模式図断面図
【図３】引張試験シートの模式図
【図４】密着性試験シートの模式図
【図５】屈曲性試験（抵抗値変化率測定用）シートの模式図
【図６】屈曲性試験（水蒸気透過率測定用）シートの模式図
【図７】耐溶剤性試験用シートの模式図
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本明細書の光透過性樹脂組成物（以下、樹脂組成物という）は、ガラス転移温度（以下
、Ｔｇという）３０～１７０℃、かつ数平均分子量（以下、Ｍｎという）２，０００～１
４０，０００で環構造を有する樹脂（Ａ）、および架橋剤（Ｂ）を含む。前記樹脂組成物
の硬化被膜は、引張速度０．０１ｍｍ／秒での引張弾性率４００～４０００ＭＰａ、かつ
前記硬化被膜を２％延伸した時の引張応力が１５～６０ＭＰａである。
　本明細書の樹脂組成物は、無機素材を形成した機能層、および前記機能層の保護膜を備
えた基材の保護膜形成に使用し、所定のＴｇ、Ｍｎおよび環構造を有する樹脂（Ａ）と架
橋剤（Ｂ）を、その硬化被膜が所定の引張弾性率および所定の引張応力を満たす程度に硬
化させることで上記課題を解決する。組成面（樹脂（Ａ）および架橋剤（Ｂ））、ならび
に弾性率（引張弾性率および引張応力）は、いずれも共に満たす必要があるため、組成面
または弾性率のいずれか一方を満たすのみでは、上記課題が解決できない。
【００１２】
　本明細書の樹脂組成物は、例えば、ディスプレイを構成する様々な部材に使用される機
能層を保護する保護膜として使用することが好ましい。かかる保護膜は、機能層を有する
基材との密着性に優れたことに加え、透明電極（透明導電膜ともいう）の保護に使用した
ところ屈曲後に抵抗値の上昇を抑制できる効果、ならびに無機バリア層の保護に使用した
ところ屈曲後に水蒸気バリア性の低下を抑制できる効果という予想外の効果が得られる。
【００１３】
＜樹脂（Ａ）＞
　樹脂（Ａ）は、バインダー樹脂である。樹脂（Ａ）のＴｇは、３０～１７０℃であるこ
とが好ましく、５０～１５０℃がより好ましい。Ｔｇが３０℃以上になると、硬化被膜の
凝集力がより向上し、耐湿熱性もより向上する。またＴｇが１７０℃以下になると硬化被
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膜に適度な凝集力を付与できるため、密着性がより向上する。なお、本明細書では、保護
膜と硬化被膜を区別しない。
【００１４】
　樹脂（Ａ）のＭｎは、２，０００～１４０，０００が好ましく、６，０００～１００，
０００が好ましく、６，０００～５５，０００がより好ましい。Ｍｎが２，０００以上に
なると硬化被膜の凝集力が高くなり耐湿熱性がより向上する。またＭｎが１４０，０００
以下になると樹脂組成物の粘度調整や容易になるため、保護膜を形成し易く、また、適度
な凝集力が得易い。
【００１５】
　また、樹脂（Ａ）の水酸基価は、２～４００ｍｇＫＯＨ／ｇが好ましく、４～３５０ｍ
ｇＫＯＨ／ｇがより好ましい。水酸基価が２ｍｇＫＯＨ／ｇ以上になると、保護膜の架橋
密度が高まり、耐溶剤性がより向上する。また、水酸基価が４００ｍｇＫＯＨ／ｇ以下に
なると、保護膜の耐湿熱性がより向上する。なお、樹脂（Ａ）が水酸基価を有するために
は、水酸基を含有することが好ましい。
【００１６】
　また樹脂（Ａ）は、環構造を有している。環構造とは、炭素のみから構成される芳香環
および脂肪族環、ならびに炭素以外の原子を含む複素環が挙げられる。
【００１７】
　樹脂（Ａ）が環構造を有することで、硬化被膜は、水蒸気の透過を抑制できるため、湿
熱経時後に機能層との密着性が低下し難い。樹脂（Ａ）中の環構造の位置する部位は、樹
脂（Ａ）の主鎖、樹脂（Ａ）の側鎖、または樹脂（Ａ）の主鎖および側鎖に有する態様が
挙げられる。
【００１８】
　樹脂（Ａ）は、例えば、エポキシ樹脂（ただし、フェノキシ樹脂を除く）、ポリウレタ
ン、ポリウレタンウレア、フェノキシ樹脂、フェノール樹脂、ポリカーボネート、ベンゾ
グアナミン樹脂、ポリエステル、芳香族ポリエーテルケトン、アルキッド樹脂、シリコー
ン樹脂、スチレン樹脂、スチレン－（メタ）アクリル樹脂、スチレン－ブタジエン樹脂、
セルロースアセテートプロピオネート（ＣＡＰ）樹脂、セルロースアセテートブチレート
（ＣＡＢ）樹脂、ブチラール樹脂、アセタール樹脂、ケトン樹脂、フッ素樹脂、ポリオレ
フィン、メラミン樹脂、尿素樹脂、ロジン、ロジンエステルおよびマレイン酸樹脂等が挙
げられる。これらの中でも密着性、および屈曲性の面で、エポキシ樹脂（ただし、フェノ
キシ樹脂を除く）、フェノキシ樹脂、ポリエステル、ブチラール樹脂、ＣＡＢ樹脂、ポリ
ウレタンが好ましい。
【００１９】
　エポキシ樹脂は、本明細書では下記フェノキシ樹脂を除くエポキシ基を有する樹脂を指
し、公知のエポキシ樹脂を使用できる。
【００２０】
　フェノキシ樹脂は、芳香族ジオール（ビスフェノールＡ、ビスフェノールＦ等）とエピ
クロルヒドリンとを反応させて得られるビスフェノール骨格を持つポリヒドロキシポリエ
ーテル構造を有する樹脂である。
【００２１】
　ポリエステルは、水酸基およびカルボキシル基の少なくとも一方を有することが好まし
い。ポリエステルは、多塩基酸とポリオール等との反応、多塩基酸エステルとポリオール
等とのエステル交換反応等の公知の反応で合成できる。また、ポリエステルにカルボキシ
ル基を付与する方法は、公知の手法が使用できるところ、例えばポリエステルを合成後、
１８０～２３０℃でε―カプロラクトンなどの環状エステルを後付加（開環付加）してブ
ロック化する方法、または無水トリメリット酸、無水フタル酸などの酸無水物を付与する
方法等が挙げられる。
【００２２】
　多塩基酸は、例えば芳香族ジカルボン酸、直鎖脂肪族ジカルボン酸、環状脂肪族ジカル



(5) JP 2018-92923 A 2018.6.14

10

20

30

40

50

ボン酸等、および３官能以上のカルボン酸、その他のカルボン酸等が挙げられる。なお、
多塩基酸は、酸無水物基含有化合物を含む。
芳香族ジカルボン酸は、例えばテレフタル酸、イソフタル酸等が挙げられる。直鎖脂肪族
ジカルボン酸は、例えばアジピン酸、セバシン酸、アゼライン酸等が挙げられる。環状脂
肪族ジカルボン酸は、例えば１，４－シクロヘキサンジカルボン酸、ジカルボキシ水素添
加ビスフェノールＡ、ダイマー酸、４－メチルヘキサヒドロ無水フタル酸、３－メチルヘ
キサヒドロ無水フタル酸等が挙げられる。３官能以上のカルボン酸は、例えば無水トリメ
リット酸、無水ピロメリット酸等が挙げられる。その他のカルボン酸は、例えばフマル酸
等の不飽和ジカルボン酸、５－スルホイソフタル酸ナトリウム塩等のスルホン酸金属塩含
有ジカルボン酸等も挙げられる。多塩基酸は、単独または２種類以上を併用できる。
【００２３】
　ポリオールは、ジオール、および３個以上の水酸基を有する化合物が好ましい。ジオー
ルは、例えばエチレングリコール、プロピレングリコール、１，４－ブタンジオール、ネ
オペンチルグリコール等が挙げられる。３個以上の水酸基を有する化合物は、例えばトル
メチロールプロパン、グリセリン、ペンタエリスリトール等が挙げられる。ポリオールは
、単独または２種類以上を併用できる。
【００２４】
　ブチラール樹脂は、例えばポリビニルエステルのけん化により得られるポリビニルアル
コールをブチラール化することで合成できる公知の樹脂である。
【００２５】
　ＣＡＢ樹脂は、例えばセルロース、またはその誘導体のヒドロキシル基に炭素数１～３
２のカルボン酸、アルコール、フェノール、およびこれらの誘導体から選ばれる１種以上
を反応させて合成できる。ＣＡＢ樹脂は、公知の樹脂を使用できる。
【００２６】
ポリウレタンは、例えばポリオールとジイソシアネートと鎖延長剤のジオール化合物とを
反応させて得られる、末端に水酸基を有する樹脂である。ポリウレタンは、鎖延長剤を使
用して分子鎖を延ばすことができる。鎖延長剤は、一般的にはジオール等が好ましい。ポ
リウレタンは、公知の樹脂を使用できる。
【００２７】
　また、樹脂（Ａ）は、（メタ）アクロイル基を有しても構わない。
　樹脂（Ａ）は、単独または２種以上を併用できる。
【００２８】
＜架橋剤（Ｂ）＞
【００２９】
　架橋剤（Ｂ）は、樹脂（Ａ）を除くものであり、いわゆる硬化剤、および光重合開始剤
を含む。
　架橋剤（Ｂ）が硬化剤の場合、樹脂（Ａ）と反応して保護膜を形成する。架橋剤（Ｂ）
は、樹脂（Ａ）が水酸基を有する場合、例えばイソシアネート化合物等が好ましい。また
、樹脂（Ａ）がカルボキシル基を有する場合、例えばイソシアネート化合物、エポキシ化
合物、アジリジン化合物、オキサゾリン化合物、カルボジイミド化合物等が好ましい。さ
らに、樹脂（Ａ）がエポキシ基を有する場合、例えばアミン化合物、酸無水物基含有化合
物等が好ましい。
【００３０】
　イソシアネート化合物は、例えば芳香族ポリイソシアネート、脂肪族ポリイソシアネー
ト、および脂環族ポリイソシアネート等が好ましい。
　芳香族ポリイソシアネートは、例えばトリレンジイソシアネートのトリメチロールプロ
パンアダクト体、トリレンジイソシアネートのイソシアヌレート体、および４，４’－ジ
フェニルメタンジイソシアネートのオリゴマー等が挙げられる。
　脂肪族ポリイシシアネートは、例えばトリメチレンジイソシアネート、テトラメチレン
ジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、ペンタメチレンジイソシアネート
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、１，２－プロピレンジイソシアネート、１，２－ブチレンジイソシアネート、２，３－
ブチレンジイソシアネート、１，３－ブチレンジイソシアネート、２，４，４－又は２，
２，４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート、ダイマー酸ジイソシアネート、２
，６－ジイソシアナトヘキサン酸メチル等の脂肪族ジイソシアネート；２，６－ジイソシ
アナトヘキサン酸２－イソシアナトエチル、１，６－ジイソシアナト－３－イソシアナト
メチルヘキサン、１，４，８－トリイソシアナトオクタン、１，６，１１－トリイソシア
ナトウンデカン、１，８－ジイソシアナト－４－イソシアナトメチルオクタン、１，３，
６－トリイソシアナトヘキサン、２，５，７－トリメチル－１，８－ジイソシアナト－５
－イソシアナトメチルオクタン等の脂肪族トリイソシアネート等が挙げられる。
　脂環族ポリイソシアネートは、例えばイソホロンジイソシアネートのイソシアヌレート
体、イソホロンジイソシアネートのオリゴマー等が挙げられる。
　また、イソシアネート化合物のイソシアネート基をブロックしたブロックイソシアネー
トも好ましい。
【００３１】
　ブロックイソシアネートとは、イソシアネート化合物のイソシアネート基とブロック剤
とを反応させた化合物である。加熱により解離温度に達すると、イソシアネートとブロッ
ク剤とに解離し、生成したイソシアネート基が、樹脂（Ａ）中の水酸基と反応して硬化す
る。ベースイソシアネートは、既に説明した芳香族ポリイソシアネート、脂肪族ポリイソ
シアネート、および脂環族ポリイソシアネートが好ましい。また、ベースイソシアネート
は３官能以上のイソシアネート基を有することが好ましい。
【００３２】
　ブロックイソシアネートのブロック剤の解離温度は、８０～１８０℃が好ましく、１０
０～１４０℃が好ましく、１４０℃未満がより好ましい。解離温度が８０℃以上では、適
度な凝集力が得易く機能層との密着性がより向上することに加え、樹脂組成物の保存安定
性がより向上する。また、解離温度が１８０℃以下になると、架橋密度が向上し易いため
耐溶剤性がより向上する。なおブロック剤の解離温度を１４０℃未満にすると基材の寸法
変化を抑制する更なる効果が得られる。
【００３３】
　ブロックイソシアネートを構成するブロック剤は、例えばメチルエチルケトンオキシム
（ＭＥＫＯ、解離温度１３０℃）、ジメチルピラゾール（ＤＭＰ、解離温度１１０℃）、
マロン酸ジエチル（ＤＥＭ、解離温度１１０℃）、ε-カプロラクタム（Ｅ－ＣＡＰ、解
離温度１７０℃）、ブタノンオキシム（解離温度１６０℃）、フェノール（解離温度１７
０℃）、および活性メチレン化合物（解離温度９０℃）等が挙げられる。なお、解離温度
は、ベースイソシアネートの種類により多少上下する場合がある。
【００３４】
　エポキシ化合物は、例えばエポキシ基を有する化合物である。エポキシ化合物の性状は
、液体と固体がある。エポキシ化合物は、グリシジルエーテル型エポキシ樹脂、グリシジ
ルアミン型エポキシ樹脂、グリシジルエステル型エポキシ樹脂、および環状脂肪族（脂環
型）エポキシ樹脂が挙げられる。
【００３５】
　グリシジルエーテル型エポキシ樹脂は、例えばビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビス
フェノールＦ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＳ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＡＤ型
エポキシ樹脂、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂、フェノールノボラック型エポキシ
樹脂、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂のクレゾール構造とクレゾール構造の間にビ
フェニル構造を有するエポキシ樹脂、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂のクレゾール
構造とクレゾール構造の間にジシクロペンタジエン骨格構造を有するエポキシ樹脂、α－
ナフトールノボラック型エポキシ樹脂、ビスフェノールＡ型ノボラック型エポキシ樹脂、
ジシクロペンタジエン型エポキシ樹脂、ビフェニル型エポキシ樹脂、トリス（グリシジル
オキシフェニル）メタン、およびテトラキス（グリシジルオキシフェニル）エタン等が挙
げられる。
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【００３６】
　グリシジルアミン型エポキシ樹脂は、例えばテトラグリシジルジアミノジフェニルメタ
ン、トリグリシジルパラアミノフェノール、トリグリシジルメタアミノフェノール、およ
びテトラグリシジルメタキシリレンジアミン等が挙げられる。
【００３７】
　グリシジルエステル型エポキシ樹脂は、例えばジグリシジルフタレート、ジグリシジル
ヘキサヒドロフタレート、およびジグリシジルテトラヒドロフタレート等が挙げられる。
【００３８】
　脂環型エポキシ樹脂は、例えばエポキシシクロヘキシルメチル－エポキシシクロヘキサ
ンカルボキシレート、およびビス（エポキシシクロヘキシル）アジペート等が挙げられる
。　　
【００３９】
　アジリジン化合物は、例えばトリメチロールプロパン－トリ－β－アジリジニルプロピ
オネート、テトラメチロールメタン－トリ－β－アジリジニルプロピオネート、Ｎ，Ｎ－
ヘキサメチレン－１，６－ビス－１－アジリジンカルボキシアミド、４，４－ビス（エチ
レンイミノカルボキルアミノ）ジフェニルメタン等が挙げられる。
【００４０】
　オキサゾリン化合物は、例えば２，２‘－（１，３－フェニレン）－ビス（２－オキサ
ゾリン）等が挙げられる。
【００４１】
　カルボジイミド化合物は、例えばジシクロヘキシルカルボジイミド、およびカルボジラ
イト等が挙げられる。
【００４２】
　アミン化合物は、例えばジエチレントリアミン、トリエチレンテトラミン、テトラエチ
レンペンタミン等が挙げられる。
【００４３】
　酸無水物基含有化合物は、例えばテトラヒドロ無水フタル酸、ドデセニル無水コハク酸
、無水メチルナジック酸、無水トリメリット酸、および無水ピロメリット酸等が挙げられ
る。
　架橋剤（Ｂ）は、単独または２種類以上を併用できる。
【００４４】
　架橋剤（Ｂ）は、光重合開始剤であっても良い。光重合開始剤は、光ラジカル重合開始
剤、光カチオン重合開始剤が好ましい。
　光重合開始剤は、樹脂組成物に配合された重合性化合物と反応することが好ましい。
　光ラジカル重合開始剤は、例えば１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、２，
２－ジメトキシ－２－フェニルアセトフェノン、キサントン、フルオレノン、ベンズアル
デヒド、フルオレン、アントラキノン、エチルアントラキノン、トリフェニルアミン、カ
ルバゾール、３－メチルアセトフェノン、４－クロロベンゾフェノン、４，４'－ジメト
キシベンゾフェノン、４，４'－ジアミノベンゾフェノン、ミヒラーケトン、ベンゾイン
プロピルエーテル、ベンゾインエチルエーテル、ベンジルジメチルケタール、１－（４－
イソプロピルフェニル）－２－ヒドロキシ－２－メチルプロパン－１－オン、２－ヒドロ
キシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン、チオキサントン、ジエチルチオキ
サントン、２－イソプロピルチオキサントン、２－クロロチオキサントン、２－メチル－
１－〔４－（メチルチオ）フェニル〕－２－モルホリノ－プロパン－１－オン、２，４，
６－トリメチルベンゾイルジフェニルフォスフィンオキサイド、ビス－（２，６－ジメト
キシベンゾイル）－２，４，４－トリメチルペンチルフォスフィンオキサイド等が挙げら
れる。
　光カチオン重合開始剤は、例えばカチオン部分が、芳香族スルホニウム、芳香族ヨード
ニウム、芳香族ジアゾニウム、芳香族アンモニウム、チアンスレニウム、チオキサントニ
ウム、（２，４－シクロペンタジエン－１－イル）［（１－メチルエチル）ベンゼン］－
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Ｆｅカチオンであり、アニオン部分が、ＢＦ４-、ＰＦ６-、ＳｂＦ６-、［ＢＸ４］-（但
し、Ｘは少なくとも２つ以上のフッ素またはトリフルオロメチル基で置換されたフェニル
基）で構成されるオニウム塩等が挙げられる。
【００４５】
　芳香族スルホニウム塩としては、例えばビス［４－（ジフェニルスルホニオ）フェニル
］スルフィドビスヘキサフルオロホスフェート、ビス［４－（ジフェニルスルホニオ）フ
ェニル］スルフィドビスヘキサフルオロアンチモネート、ビス［４－（ジフェニルスルホ
ニオ）フェニル］スルフィドビステトラフルオロボレート、ビス［４－（ジフェニルスル
ホニオ）フェニル］スルフィドテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレート、ジフェ
ニル－４－（フェニルチオ）フェニルスルホニウムヘキサフルオロホスフェート、ジフェ
ニル－４－（フェニルチオ）フェニルスルホニウムヘキサフルオロアンチモネート、ジフ
ェニル－４－（フェニルチオ）フェニルスルホニウムテトラフルオロボレート、ジフェニ
ル－４－（フェニルチオ）フェニルスルホニウムテトラキス（ペンタフルオロフェニル）
ボレート、トリフェニルスルホニウムヘキサフルオロホスフェート、トリフェニルスルホ
ニウムヘキサフルオロアンチモネート、トリフェニルスルホニウムテトラフルオロボレー
ト、トリフェニルスルホニウムテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレート、ビス［
４－（ジ（４－（２－ヒドロキシエトキシ））フェニルスルホニオ）フェニル］スルフィ
ドビスヘキサフルオロホスフェート、ビス［４－（ジ（４－（２－ヒドロキシエトキシ）
）フェニルスルホニオ）フェニル］スルフィドビスヘキサフルオロアンチモネート、ビス
［４－（ジ（４－（２－ヒドロキシエトキシ））フェニルスルホニオ）フェニル］スルフ
ィドビステトラフルオロボレート、ビス［４－（ジ（４－（２－ヒドロキシエトキシ））
フェニルスルホニオ）フェニル］スルフィドテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレ
ート等が挙げられる。
【００４６】
　芳香族ヨードニウム塩としては、例えばジフェニルヨードニウムヘキサフルオロホスフ
ェート、ジフェニルヨードニウムヘキサフルオロアンチモネート、ジフェニルヨードニウ
ムテトラフルオロボレート、ジフェニルヨードニウムテトラキス（ペンタフルオロフェニ
ル）ボレート、ビス（ドデシルフェニル）ヨードニウムヘキサフルオロホスフェート、ビ
ス（ドデシルフェニル）ヨードニウムヘキサフルオロアンチモネート、ビス（ドデシルフ
ェニル）ヨードニウムテトラフルオロボレート、ビス（ドデシルフェニル）ヨードニウム
テトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレート、４－メチルフェニル－４－（１－メチ
ルエチル）フェニルヨードニウムヘキサフルオロホスフェート、４－メチルフェニル－４
－（１－メチルエチル）フェニルヨードニウムヘキサフルオロアンチモネート、４－メチ
ルフェニル－４－（１－メチルエチル）フェニルヨードニウムテトラフルオロボレート、
４－メチルフェニル－４－（１－メチルエチル）フェニルヨードニウムテトラキス（ペン
タフルオロフェニル）ボレート等が挙げられる。
【００４７】
　芳香族ジアゾニウム塩としては、例えばフェニルジアゾニウムヘキサフルオロホスフェ
ート、フェニルジアゾニウムヘキサフルオロアンチモネート、フェニルジアゾニウムテト
ラフルオロボレート、フェニルジアゾニウムテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレ
ート等が挙げられる。
【００４８】
　芳香族アンモニウム塩としては、１－ベンジル－２－シアノピリジニウムヘキサフルオ
ロホスフェート、１－ベンジル－２－シアノピリジニウムヘキサフルオロアンチモネート
、１－ベンジル－２－シアノピリジニウムテトラフルオロボレート、１－ベンジル－２－
シアノピリジニウムテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレート、１－（ナフチルメ
チル）－２－シアノピリジニウムヘキサフルオロホスフェート、１－（ナフチルメチル）
－２－シアノピリジニウムヘキサフルオロアンチモネート、１－（ナフチルメチル）－２
－シアノピリジニウムテトラフルオロボレート、１－（ナフチルメチル）－２－シアノピ
リジニウムテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレート等が挙げられる。 
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チオキサントニウム塩としては、Ｓ－ビフェニル２－イソプロピル チオキサントニウム 
ヘキサフルオロホスフェート等が挙げられる。 
　また、前記（２，４－シクロペンタジエン－１－イル）［（１－メチルエチル）ベンゼ
ン］－Ｆｅ塩としては、（２，４－シクロペンタジエン－１－イル）［（１－メチルエチ
ル）ベンゼン］－Ｆｅ（II）ヘキサフルオロホスフェート、（２，４－シクロペンタジエ
ン－１－イル）［（１－メチルエチル）ベンゼン］－Ｆｅ（II）ヘキサフルオロアンチモ
ネート、２，４－シクロペンタジエン－１－イル）［（１－メチルエチル）ベンゼン］－
Ｆｅ（II）テトラフルオロボレート、２，４－シクロペンタジエン－１－イル）［（１－
メチルエチル）ベンゼン］－Ｆｅ（II）テトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレート
等が挙げられる。
【００４９】
　架橋剤（Ｂ）は、樹脂（Ａ）１００質量部に対して、１～３０質量部を用いることが好
ましく、２～２０質量部がより好ましい。架橋剤（Ｂ）が１質量部以上になると、硬化性
が向上し凝集力が高くなることで湿熱性、および耐溶剤性が向上する。架橋剤（Ｂ）が３
０質量部以下になると、適度な硬化被膜が得られることで、密着性、および屈曲性が向上
する。
【００５０】
＜硬化促進剤＞
　本発明の樹脂組成物は、硬化反応を促進させるために、公知の硬化促進剤（以下、促進
剤という）を配合しても良い。
【００５１】
　硬化促進剤は、錫系化合物、金属塩化物、金属アセチルアセトネート塩、金属硫酸塩、
アミン化合物、アミン塩よりなる群から選択される１種以上の化合物を使用することが好
ましい。
　錫系化合物は、例えばスタナスオクトエート、ジブチル錫ジラウレート等の有機錫化合
物、無機錫化合物等が挙げられる。 
　金属塩化物は、Ｃｒ、Ｍｎ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｆｅ、Ｃｕ又はＡｌからなる金属の塩化物で
、例えば塩化第二コバルト、塩化第一ニッケル、塩化第二鉄等が挙げられる。
　金属アセチルアセトネート塩は、Ｃｒ、Ｍｎ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｆｅ、Ｃｕ又はＡｌからな
る金属のアセチルアセトネート塩であり、例えばコバルトアセチルアセトネート、ニッケ
ルアセチルアセトネート、鉄アセチルアセトネート等が挙げられる。
　金属硫酸塩としては、Ｃｒ、Ｍｎ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｆｅ、ＣｕおよびＡｌからなる群より
選択される金属の硫酸塩であり、例えば硫酸銅等が挙げられる。
　アミン化合物は、例えばトリエチレンジアミン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラメチル－
１，６－ヘキサンジアミン、ビス（２－ジメチルアミノエチル）エーテル、Ｎ，Ｎ，Ｎ’
，Ｎ”，Ｎ”－ペンタメチルジエチレントリアミン、Ｎ－メチルモルフォリン、Ｎ－エチ
ルモルフォリン、Ｎ，Ｎ－ジメチルエタノールアミン、ジモルホリノジエチルエーテル、
Ｎ－メチルイミダゾール、ジメチルアミノピリジン、トリアジン、Ｎ’－（２－ヒドロキ
シエチル）－Ｎ，Ｎ，Ｎ’－トリメチルービス（２－アミノエチル）エーテル、Ｎ，Ｎ－
ジメチルヘキサノールアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエトキシエタノール、Ｎ，Ｎ，Ｎ
’－トリメチル－Ｎ’－（２－ヒドロキシエチル）エチレンジアミン、Ｎ－（２－ヒドロ
キシエチル）－Ｎ，Ｎ’，Ｎ”，Ｎ”－テトラメチルジエチレントリアミン、Ｎ－（２－
ヒドロキシプロピル）－Ｎ，Ｎ’，Ｎ”，Ｎ”－テトラメチルジエチレントリアミン、Ｎ
，Ｎ，Ｎ’－トリメチル－Ｎ’－（２－ヒドロキシエチル）プロパンジアミン、Ｎ－メチ
ル－Ｎ’－（２－ヒドロキシエチル）ピペラジン、ビス（Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピ
ル）アミン、ビス（Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピル）イソプロパノールアミン、２－ア
ミノキヌクリジン、３－アミノキヌクリジン、４－アミノキヌクリジン、２－キヌクリジ
オール、３－キヌクリジノール、４－キヌクリジノール、１－（２’－ヒドロキシプロピ
ル）イミダゾール、１－（２’－ヒドロキシプロピル）－２－メチルイミダゾール、１－
（２’－ヒドロキシエチル）イミダゾール、１－（２’－ヒドロキシエチル）－２－メチ
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ルイミダゾール、１－（２’－ヒドロキシプロピル）－２－メチルイミダゾール、１－（
３’－アミノプロピル）イミダゾール、１－（３’－アミノプロピル）－２－メチルイミ
ダゾール、１－（３’－ヒドロキシプロピル）イミダゾール、１－（３’－ヒドロキシプ
ロピル）－２－メチルイミダゾール、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピル－Ｎ’－（２－ヒ
ドロキシエチル）アミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピル－Ｎ’，Ｎ’－ビス（２－ヒ
ドロキエチル）アミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピル－Ｎ’，Ｎ’－ビス（２－ヒド
ロキシプロピル）アミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル－Ｎ’，Ｎ’－ビス（２－ヒド
ロキシエチル）アミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル－Ｎ’，Ｎ’－ビス（２－ヒドロ
キシプロピル）アミン、メラミン又は／及びベンゾグアナミン等が挙げられる。なお、ア
ミン化合物は、アミン塩を含まない。
　アミン塩は、例えばＤＢＵ（１，８－ジアザ－ビシクロ［５，４，０］ウンデセン－７
）の有機酸塩系のアミン塩等が挙げられる。 
　促進剤は、単独または２種類以上を併用できる。
【００５２】
　促進剤は、樹脂（Ａ）１００質量部に対して、通常０．０５～１質量部を使用すること
が好ましい。促進剤を前記範囲内で使用すると耐溶剤性、および耐熱性がより向上する。
【００５３】
＜消泡剤＞
　本発明の樹脂組成物は、さらに消泡剤を配合できる。
　消泡剤は、例えばアクリル樹脂、ビニルエーテル樹脂、オレフィン樹脂、ブタジエン樹
脂、変性シロキサン樹脂、ジメチルポリシロキサン、シリコーン、変性シリコーン（例え
ば、フッ素変性シリコーン）、石油系樹脂等が挙げられる（ただし、樹脂（Ａ）を除く）
。
　消泡剤は、単独または２種類以上を併用できる。
【００５４】
　消泡剤は、樹脂（Ａ）１００質量部に対して０．１～３質量部を配合することが好まし
い。消泡剤が０．１質量部以上になることで混合した際に樹脂組成物が泡立ちにくく、保
護膜に気泡が残りにくくなるため視認性がより向上する。また、３質量部以下になると保
護膜の透明性がより向上する。
【００５５】
＜溶剤＞
　本発明の樹脂組成物は、さらに溶剤を配合できる。
　溶剤を配合すると樹脂組成物の粘度調整が容易になる。溶剤は、使用する樹脂（Ａ）の
溶解性や印刷ないし塗工方法等に応じて、適宜選択することができる。
　溶剤は、例えばエステル系溶剤、ケトン系溶剤、グリコールエーテル系溶剤、脂肪族炭
化水素系溶剤、芳香族炭化水素系溶剤、アルコール系溶剤、エーテル系溶剤、その他溶剤
、水等が挙げられる。
【００５６】
　エステル系溶剤としては、例えばギ酸エチル、ギ酸プロピル、ギ酸ブチル、ギ酸イソブ
チル、ギ酸ペンチル、酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸ｎ－プロピル、酢酸イソプロピル、
酢酸ｎ－ブチル、酢酸イソブチル、酢酸ｓｅｃ－ブチル、酢酸（イソ）アミル、酢酸シク
ロヘキシル、乳酸エチル、酢酸３－メトキシブチル、酢酸ｓｅｃ－ヘキシル、酢酸２－エ
チルブチル、酢酸２－エチルヘキシル、酢酸ベンジル、プロピオン酸メチル、プロピオン
酸エチル、プロピオン酸ブチル、プロピオン酸イソアミル、γ－ブチロラクトン等が挙げ
られる。
【００５７】
　ケトン系溶剤としては、例えばアセトン、メチルエチルケトン、メチルプロピルケトン
、ジエチルケトン、メチルｎ－ブチルケトン、メチルイソブチルケトン、ジプロピルケト
ン、ジイソブチルケトン、メチルアミルケトン、アセトニルアセトン、イソホロン、シク
ロヘキサノン、メチルシクロヘキサノン等が挙げられる。



(11) JP 2018-92923 A 2018.6.14

10

20

30

40

50

【００５８】
　グリコールエーテル系溶剤としては、例えばメチルイソブチルカルビノール、エチレン
グリコールジブチルエーテル、エチレングリコールモノフェニルエーテル、エチレングリ
コールモノブチルエーテル、エチレングリコールモノヘキシルエーテル、エチレングリコ
ールモノメトキシメチルエーテル、ジエチレングリコールエチルメチルエーテル、ジエチ
レングリコールジエチルエーテル、ジエチレングリコールジメチルエーテル、ジエチレン
グリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、ジエチレン
グリコールモノメチルエーテル、ジプロピレングリコールモノエチルエーテル、ジプロピ
レングリコールモノブチルエーテル、ジプロピレングリコールモノメチルエーテル、トリ
エチレングリコールジメチルエーテル、トリエチレングリコールモノメチルエーテル、プ
ロピレングリコールモノエチルエーテル、プロピレングリコールモノブチルエーテル、プ
ロピレングリコールモノメチルエーテル、3-メチル-3-メトキシ-1-ブタノール、エチレン
グリコールジエチルエーテル、エチレングリコールジグリシジルエーテル、エチレングリ
コールモノイソプロピルエーテル、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチレング
リコールモノメチルエーテル、ジプロピレングリコールモノプロピルエーテル等が挙げら
れる。
【００５９】
　脂肪族炭化水素系溶剤としては、例えばノルマルパラフィン系溶剤、イソパラフィン系
溶剤、シクロパラフィン系溶剤が挙げられる。ノルマルパラフィン系溶剤としては、例え
ばｎ－ヘキサン、ｎ－ヘプタン、ｎ－オクタン、ｎ－ノナン、ｎ－デカン、ｎ－ドデカン
、０号ソルベントＬ、Ｍ、Ｈ（新日本石油株式会社製）、ノルマルパラフィンＳＬ、Ｌ、
Ｍ（新日本石油株式会社製）等が挙げられる。イソパラフィン系溶剤としては、例えばイ
ソヘキサン、２，２，３－トリメチルペンタン、イソオクタン、２，２，５－トリメチル
ヘキサン、アイソゾール２００、３００、４００（新日本石油株式会社製）、スーパゾル
ＦＰ２、２５、３０、３８（出光興産株式会社製）等が挙げられる。シクロパラフィン系
溶剤としては、例えばシクロペンタン、メチルシクロペンタン、シクロヘキサン、メチル
シクロヘキサン、エチルシクロヘキサン、ナフテゾール１６０、２００、２２０（新日本
石油株式会社製）、ＡＦソルベント４号、５号、６号、７号（新日本石油株式会社製）等
が挙げられる。
【００６０】
　芳香族炭化水素系溶剤としては、例えばトルエン、キシレン、エチルベンゼン、ナフタ
レン、テトラリン、ソルベントナフサが挙げられる。また、市販品では、例えばスワゾー
ル（コスモ石油社製、丸善石油化学社製）ソルベッソ(エクソンモービル社製)、カクタス
ファイン(ジャパンエナジー社製)等が挙げられる。
【００６１】
　アルコール系溶剤としては、例えばメタノール、エタノール、ｎ－プロピルアルコール
、イソプロピルアルコール、ｎ－ブチルアルコール、イソブチルアルコール、ｓｅｃ－ブ
チルアルコール、ｔ－ブチルアルコール、ｎ－アミルアルコール、ｓｅｃ－アミルアルコ
ール、１－エチル－１－プロパノール、２－メチル－１－ブタノール、イソアミルアルコ
ール、ｔ－アミルアルコール、ｓｅｃ－イソアミルアルコール、ネオアミルアルコール、
ヘキシルアルコール、２－メチル－１－ペンタノール、４－メチル－２－ペンタノール、
ヘプチルアルコール、オクチルアルコール、２－エチルヘキシルアルコール、ノニルアル
コール、デシルアルコール、ウンデシルアルコール、ラウリルアルコール、ベンジルアル
コール、α－テルピネオール、シクロヘキサノール、３－メトキシブタノール、ジアセト
ンアルコール等が挙げられる。
【００６２】
　エーテル系溶剤としては、例えばテトラヒドロフラン、１，３－ジオキソラン等の環状
エーテルが挙げられる。
　その他溶剤は、例えばジメチルカーボネート、エチルメチルカーボネート、ジ－ｎ－ブ
チルカーボネート等のカーボネート系溶剤等が挙げられる。
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　溶剤は、単独または２種類以上を併用できる。
【００６３】
　溶剤の使用量は、樹脂組成物の不揮発分および溶剤の合計１００重量％のうち５～７５
重量％程度である。
【００６４】
　本発明の樹脂組成物は、さらにレベリング剤を配合できる。レベリング剤を配合するこ
とで保護膜の平滑性がより向上する。レベリング剤は、例えばアクリル樹脂、変性シリコ
ーン、ポリエーテル変性ポリシロキサンコポリマー、ジメチルポリシロキサン化合物、シ
リコーン変性コポリマー、有機変性ポリシロキサン等が挙げられる。なお、レベリング剤
は樹脂（Ａ）以外の化合物である。
　レベリング剤は、単独または２種類以上を併用できる。
【００６５】
　本発明の樹脂組成物は、さらに微粒子を配合できる。微粒子は、有機微粒子、無機微粒
子、有機／無機複合微粒子が好ましい。
　有機微粒子は、例えばメラミン樹脂、ベンゾグアナミン樹脂、ベンゾグアナミン/メラ
ミン/ホルマリン縮合物、アクリル樹脂、ウレタン樹脂、スチレン樹脂等が挙げられる、
なお、有機微粒子は、樹脂（Ａ）を除くものである。
　無機微粒子は、例えば球状、薄片状、板状、樹枝状、鱗片状の形状を有する公知の微粒
子である。無機微粒子は、例えばシリカ、マイカ、合成マイカ、ガラスフレーク、鱗片状
アルミナ、鱗片状シリカ、鱗片状アルミニウム、鱗片状二硫化モリブデン、タルク、ウォ
ラスナイト、モンモリロナイト、バイデライト、ヘクロライト、サポナイト、スチブンサ
イト、セリサイト、イライト、カオリナイト、バーミュクライト、クレー、酸化チタン等
が挙げられる。
　微粒子は、単独または２種類以上を併用できる。
【００６６】
　微粒子は、樹脂（Ａ）１００質量部に対して２～３０質量部を配合することが好ましい
。前記微粒子が２質量部以上になると、強靭な硬化被膜が得られることで引張弾性率、お
よび２％延伸した時の引張応力がより向上する。さらに乾燥後の硬化収縮を緩和するため
密着性、特に湿熱経時後の密着性が向上する。また、前記微粒子が３０質量部以下になる
と、曲げ応力に耐える硬化被膜が得られるため、屈曲後の抵抗値上昇を抑制できる。
【００６７】
　本発明の樹脂組成物は、光硬化性化合物を配合しても良い。光硬化性化合物は、光ラジ
カル硬化性化合物、光カチオン硬化性化合物が好ましい。
　光ラジカル硬化性化合物は、例えば単官能（メタ）アクリルモノマー、および多官能（
メタ）アクリルモノマー、その他ビニルモノマー、多官能（メタ）アクリルオリゴマー等
が好ましい。
【００６８】
　単官能（メタ）アクリルモノマーは、アルキル（メタ）アクリレート、極性基含有単官
能（メタ）アクリルモノマー等が挙げられる。アルキル（メタ）アクリレートは、アルキ
ル基を有する単官能（メタ）アクリレートである。アルキル基は直鎖、分岐鎖のいずれで
もよい。
【００６９】
　アルキル（メタ）アクリレートは、例えばメチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ
）アクリレート、ｎ－プロピル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート
、ｓ－ブチル（メタ）アクリレート、ｔ－ブチル（メタ）アクリレート、ヘプチル（メタ
）アクリレート、イソアミル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリ
レート、ｎ－オクチル（メタ）アクリレート、イソオクチル（メタ）アクリレート、ｎ－
ノニル（メタ）アクリレート、イソノニル（メタ）アクリレート、ｎ－デシル（メタ）ア
クリレート等が挙げられる。
【００７０】
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　極性基含有単官能（メタ）アクリルモノマーは、カルボキシル基含有単官能（メタ）ア
クリルモノマー、ヒドロキシル基含有単官能（メタ）アクリルモノマー、アミド基含有単
官能（メタ）アクリルモノマー等が挙げられる。カルボキシル基含有単官能（メタ）アク
リルモノマーは、例えばアクリル酸、メタクリル酸、カルボキシエチル（メタ）アクリレ
ート、カルボキシペンチル（メタ）アクリレート等が挙げられる。
　ヒドロキシル基含有単官能（メタ）アクリルモノマーは、例えば２－ヒドロキシエチル
（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、３－ヒドロキシプ
ロピル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、６－ヒドロ
キシヘキシル（メタ）アクリレート、８－ヒドロキシオクチル（メタ）アクリレート、１
０－ヒドロキシデシル（メタ）アクリレート、１２－ヒドロキシラウリル（メタ）アクリ
レート等のヒドロキシアルキル（メタ）アクリレート；ヒドロキシエチル（メタ）アクリ
ルアミド、（４－ヒドロキシメチルシクロへキシル）メチルアクリレート、Ｎ－メチロー
ル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ヒドロキシ（メタ）アクリルアミド等が挙げられる。ア
ミド基含有単官能（メタ）アクリルモノマーは、例えばＮ，Ｎ－ジメチルアミノエチルア
クリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルアクリルアミド、Ｎ－
アクリロイルモルホリン等が挙げられる。 
【００７１】
　多官能（メタ）アクリルモノマーは、アクリロイル基またはメタクリロイル基を有する
多官能（メタ）アクリレート等が挙げられる。上記多官能（メタ）アクリレートは、二官
能（メタ）アクリレート、および三官能以上（メタ）アクリレートが挙げられる。
二官能（メタ）アクリレートは、例えばエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ジ
エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ヘキサンジオール（メタ）アクリレート、
長鎖脂肪族ジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、
ヒドロキシピバリン酸ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、ステアリン酸変
性ペンタエリスリトールジ（メタ）アクリレート、プロピレンジ（メタ）アクリレート、
グリセロール（メタ）アクリレート、トリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、
テトラエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、テトラメチレングリコールジ（メタ
）アクリレート、ブチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ジシクロペンタニルジ（
メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリプロピレン
ジ（メタ）アクリレート、トリグリセロールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリ
コール変性トリメチロールプロパンジ（メタ）アクリレート、アリル化シクロヘキシルジ
（メタ）アクリレート、メトキシ化シクロヘキシルジ（メタ）アクリレート、アクリル化
イソシアヌレート、ビス（アクリロキシネオペンチルグリコール）アジペート、ビスフェ
ノールＡジ（メタ）アクリレート、テトラブロモビスフェノールＡジ（メタ）アクリレー
ト、ビスフェノールＳジ（メタ）アクリレート、ブタンジオールジ（メタ）アクリレート
、フタル酸ジ（メタ）アクリレート、リン酸ジ（メタ）アクリレート、亜鉛ジ（メタ）ア
クリレート等が挙げられる。 
　また、三官能以上の（メタ）アクリレートは、例えばトリメチロールプロパントリ（メ
タ）アクリレート、トリメチロールエタントリ（メタ）アクリレート、グリセロールトリ
（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールジ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリ
トールトリ（メタ）アクリレート、アルキル変性ジペンタエリスリトールトリ（メタ）ア
クリレート、リン酸トリ（メタ）アクリレート、トリス（アクリロキシエチル）イソシア
ヌレート、トリス（メタクリロキシエチル）イソシアヌレート、ペンタエリスリトールテ
トラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジト
リメチロールプロパンテトラアクリレート、アルキル変性ジペンタエリスリトールテトラ
（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールモノヒドロキシペンタ（メタ）アクリレ
ート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペ
ンタ（メタ）アクリレート、アルキル変性ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリ
レート、カルボン酸変性ジペンタエリストールペンタ（メタ）アクリレート、ウレタント
リ（メタ）アクリレート、エステルトリ（メタ）アクリレート、ウレタンヘキサ（メタ）



(14) JP 2018-92923 A 2018.6.14

10

20

30

40

50

アクリレート、エステルヘキサ（メタ）アクリレート等が挙げられる。
　その他ビニルモノマーは、例えば、スチレン、酢酸ビニル、塩化ビニル、アクリルアル
デヒド、アクリロニトリル、アクリルアミド、ビニルカプロラクタム等が挙げられる。
【００７２】
　多官能（メタ）アクリルオリゴマーは、式量または重量平均分子量が１０００～２００
００程度で（メタ）アクリロイル基を２～１０程度有する化合物である。多官能（メタ）
アクリルオリゴマーは、例えばウレタン（メタ）アクリレート、エポキシ（メタ）アクリ
レートが挙げられる。
【００７３】
　光カチオン硬化性化合物は、１分子内にオキセタン環、エポキシ環、ビニルエーテル基
、ビニルアリール基から選ばれる官能基を１個以上有する化合物が好ましい。
　オキセタン環を１分子内に１個以上有する化合物は、例えば３，３－ビス（ビニルオキ
シメチル）オキセタン、３－エチル－３－ヒドロキシメチルオキセタン、３－エチル－３
－（２－エチルヘキシルオキシメチル）オキセタン、３－エチル－３－（ヒドロキシメチ
ル）オキセタン、３－エチル－３－［（フェノキシ）メチル］オキセタン、３－エチル－
３－（ヘキシロキシメチル）オキセタン、３－エチル－３－（クロロメチル）オキセタン
、３，３‐ビス（クロルメチル）オキセタン、１，４－ビス［（３－エチル－３－オキセ
タニルメトキシ）メチル］ベンゼン、ビス｛［１－エチル（３－オキセタニル）］メチル
｝エーテル、４，４’－ビス［（３－エチル－３－オキセタニル）メトキシメチル］ビシ
クロヘキシル、１，４－ビス［（３－エチル－３－オキセタニル）メトキシメチル］シク
ロヘキサン、３－エチル－３［［（３－エチルオキセタン－３－イル)メトキシ]メチル］
オキセタン等が挙げられる。
　エポキシ環を１分子内に１個以上有する化合物は、例えばビスフェノールＡジグリシジ
ルエーテル、ビスフェノールＦジグリシジルエーテル、ビスフェノールＳジグリシジルエ
ーテル、臭素化ビスフェノールＡジグリシジルエーテル、臭素化ビスフェノールＦジグリ
シジルエーテル、臭素化ビスフェノールＳジグリシジルエーテル、エポキシノボラック樹
脂、水添ビスフェノールＡジグリシジルエーテル、水添ビスフェノールＦジグリシジルエ
ーテル、水添ビスフェノールＳジグリシジルエーテル、３，４－エポキシシクロヘキシル
メチル－３’，４’－エポキシシクロヘキサンカルボキシルレート、２－（３，４－エポ
キシシクロヘキシル－５，５－スピロ－３，４－エポキシ）シクロヘキサン－メタ－ジオ
キサン、ビス（３，４－エポキシシクロヘキシルメチル）アジペート、ビス（３，４－エ
ポキシ－６－メチルシクロヘキシルメチル）アジペート、３，４－エポキシ－６－メチル
シクロヘキシル－３’，４’－エポキシ－６’－メチルシクロヘキサンカルボキシルレー
ト、メチレンビス（３，４－エポキシシクロヘキサン）、ジシクロペンタジエンジエポキ
サイド、エチレングリコールのジ（３，４－エポキシシクロヘキシルメチル）エーテル、
エチレンビス（３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキシルレート）、エポキシヘキサ
ヒドロフタル酸ジオクチル、エポキシヘキサヒドロフタル酸ジ－２－エチルヘキシル、１
，４－ブタンジオールジグリシジルエーテル、１，６－ヘキサンジオールジグリシジルエ
ーテル、グリセリントリグリシジルエーテル、トリメチロールプロパントリグリシジルエ
ーテル、ポリエチレングリコールジグリシジルエーテル、ポリプロピレングリコールジグ
リシジルエーテル類；エチレングリコール、プロピレングリコール、グリセリン等の脂肪
族多価アルコールに１種または２種以上のアルキレンオキサイドを付加することにより得
られるポリエーテルポリオールのポリグリシジルエーテル類；脂肪族長鎖二塩基酸のジグ
リシジルエステル類；脂肪族高級アルコールのモノグリシジルエーテル類；フェノール、
クレゾール、ブチルフェノールまたはこれらにアルキレンオキサイドを付加して得られる
ポリエーテルアルコールのモノグリシジルエーテル類；高級脂肪酸のグリシジルエステル
類等が挙げられる。
　ビニルエーテル基を１分子内に１個以上有する化合物は、例えば２－ヒドロキシエチル
ビニルエーテル、３－ヒドロキシプロピルビニルエーテル、２－ヒドロキシプロピルビニ
ルエーテル、２－ヒドロキシイソプロピルビニルエーテル、４－ヒドロキシブチルビニル
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エーテル、３－ヒドロキシブチルビニルエーテル、２－ヒドロキシブチルビニルエーテル
、３－ヒドロキシイソブチルビニルエーテル、２－ヒドロキシイソブチルビニルエーテル
、１－メチル－３－ヒドロキシプロピルビニルエーテル、１－メチル－２－ヒドロキシプ
ロピルビニルエーテル、１－ヒドロキシメチルプロピルビニルエーテル、４－ヒドロキシ
シクロヘキシルビニルエーテル、１，６－ヘキサンジオールモノビニルエーテル、１，４
－シクロヘキサンジメタノールモノビニルエーテル、１，３－シクロヘキサンジメタノー
ルモノビニルエーテル、１，２－シクロヘキサンジメタノールモノビニルエーテル、ｐ－
キシレングリコールモノビニルエーテル、ｍ－キシレングリコールモノビニルエーテル、
ｏ－キシレングリコールモノビニルエーテル、ジエチレングリコールモノビニルエーテル
、トリエチレングリコールモノビニルエーテル、テトラエチレングリコールモノビニルエ
ーテル、ペンタエチレングリコールモノビニルエーテル、オリゴエチレングリコールモノ
ビニルエーテル、ポリエチレングリコールモノビニルエーテル、ジプロピレングリコール
モノビニルエーテル、トリプロピレングリコールモノビニルエーテル、テトラプロピレン
グリコールモノビニルエーテル、ペンタプロピレングリコールモノビニルエーテル、オリ
ゴプロピレングリコールモノビニルエーテル、ポリプロピレングリコールモノビニルエー
テル等、及びこれらの誘導体等が挙げられる。
　ビニルアリール基を１分子内に１個以上有する化合物は、例えばスチレン、ジビニルベ
ンゼン、メトキシスチレン、エトキシスチレン、ヒドロキシスチレン、ビニルナフタレン
、ビニルアントラセン、酢酸４－ビニルフェニル、（４－ビニルフェニル）ジヒドロキシ
ボラン、（４－ビニルフェニル）ボラン酸、（４－ビニルフェニル）ボロン酸、４－エテ
ニルフェニルボロン酸、４－ビニルフェニルボラン酸、４－ビニルフェニルボロン酸、ｐ
－ビニルフェニルホウ酸、ｐ－ビニルフェニルボロン酸、Ｎ－（４－ビニルフェニル）マ
レインイミド、Ｎ－（ｐ－ビニルフェニル）マレイミド、Ｎ－（ｐ－ビニルフェニル）マ
レインイミド等、及びこれらの誘導体等が挙げられる。
　また、光カチオン硬化性化合物は、オリゴマーであっても良い。
　光硬化性化合物は、単独または２種類以上を併用できる。
【００７４】
　光硬化性化合物は、式量またはＭｎが５０００以下の化合物であることが好ましい。な
お、樹脂（Ａ）が（メタ）アクロイル基を有する場合、光硬化性化合物の式量またはＭｎ
は２０００未満が好ましい。
【００７５】
　光硬化性化合物は、樹脂（Ａ）１００質量部に対して２００～１００００質量部を配合
することが好ましい。
【００７６】
　本発明の樹脂組成物は、上段で説明した原料を配合して攪拌機で混合することで製造で
きる。攪拌機は、プラネタリーミキサー、およびディスパー等の公知の撹拌装置を使用で
きる。
【００７７】
　本発明の樹脂組成物は、例えばディスプレイの内部に搭載される電子部品の機能層上に
印刷（または塗工）し、加熱または紫外線照射により硬化した保護膜を形成することが好
ましい。また、本発明の樹脂組成物は、例えば太陽電池内部に搭載される透明電極の機能
層を保護するために上記同様に保護膜を形成できる。保護膜（乾燥被膜）は、機能層の劣
化、破断等を防止できる。
【００７８】
　樹脂組成物から形成した硬化被膜は、引張速度０．０１ｍｍ／秒での引張弾性率が４０
０～４０００ＭＰａであることが好ましく、６００ＭＰａ以上がより好ましい。
【００７９】
　さらに前記硬化被膜は、２％延伸した時の引張応力が１５～６０ＭＰａであることが好
ましく、２０ＭＰａ以上がより好ましい。
　硬化被膜が所定の引張弾性率および所定の引張応力を同時に満たすと、適度な強靭さと
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柔軟さを併せ持つ硬化被膜が得られる。これにより密着性、耐湿熱性、および屈曲性がよ
り向上する。
【００８０】
さらに前記硬化被膜は、降伏点を有することが好ましい。降伏点は、ひずみと応力で規定
できる。降伏点ひずみは、２～１０％が好ましく、３～８％がより好ましい。降伏点ひず
みが所定の範囲を満たすと柔軟な硬化被膜が得られるため、屈曲性がより向上する。
【００８１】
　降伏点応力は、２０～８０ＭＰａが好ましい。降伏点応力が前記範囲内を満たすと、強
靭な硬化被膜が得られるため、屈曲後の抵抗値上昇を抑制することができる。
ここでいう降伏点とは、応力の増加は伴わず、ひずみが増加する最初の点のことを言い、
その時のひずみを降伏点ひずみ、応力を降伏点応力とする。
【００８２】
　上記引張弾性率、引張応力、降伏点、降伏点応力を測定する硬化被膜（試料ともいう）
を形成する条件は、所定の引張弾性率および所定の引張応力が得られる範囲であれば良く
限定されない。形成条件の一例としては、１３０℃で３０分間加熱し形成した厚み２０μ
ｍの被膜を縦５０ｍｍ×幅１０ｍｍのサイズに準備する。測定は、島津製作所社製小型卓
上引張試験機（ＥＺ－ＳＸ）を用いて、チャック間距離２３ｍｍ、引張速度０．０１ｍｍ
／秒で引張試験を行い、引張弾性率、引張応力を測定する。
【００８３】
　樹脂組成物から形成した硬化被膜の３０℃における貯蔵弾性率は、７００～３０００Ｍ
Ｐａであることが好ましく、１０００ＭＰａ以上がより好ましい。貯蔵弾性率が７００Ｍ
Ｐａ以上では、適度な強靭さと柔軟さを併せ持つ硬化被膜が得られる。これにより密着性
、耐湿熱性、および屈曲性がより向上する。
【００８４】
　上記貯蔵弾性率を測定する硬化被膜（試料ともいう）を形成する条件は、所定の貯蔵弾
性率が得られる範囲であれば良く限定されない。形成条件の一例としては、１３０℃で３
０分間加熱し形成した厚み２０μｍの被膜を縦２８ｍｍ×幅５ｍｍのサイズに準備し、ア
イティー計測制御社製動的粘弾性測定装置（ＤＶＡ－２２５）を用いて、チャック間距離
２０ｍｍ、昇温速度１０℃／秒、測定温度範囲２５～２００℃で測定する。
【００８５】
　前記硬化被膜は、機能層の保護膜として使用することが好ましい。前記機能層は、基材
上に無機素材を形成した層であり、例えば透明電極層、無機バリア層等が挙げられる。前
記機能層は、基材の全面に形成される必要はなく、部分的に形成されていても良い。なお
、機能層は、全てが無機素材である必要はなく、有機素材および無機素材の混合物から形
成された層であっても良い。
【００８６】
＜透明電極層＞
　機能層は、透明電極層であることが好ましい。
実施態様のひとつとしてタッチパネルディスプレイ内に搭載される透明電極層を保護する
態様について図１を元に説明する。なお、透明電極層を含む態様が下記に限定されないこ
とはいうまでもない。
　図１によると、基材１１、ＩＭ層１２、透明電極層１３、保護膜１４、透明電極層１３
、保護膜１４、粘着層１５、基材１１を順次積層した態様が挙げられる。
基材１１は、例えばポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリカーボネート（ＰＣ）
、シクロオレフィンポリマー（ＣＯＰ）、およびガラスが挙げられる。
【００８７】
　ＩＭ（インデックスマッチング）層１２は、透明電極パターンの骨見え防止（不可視化
）のための光学調整層である。公知のＩＭ層が使用できる。
ＩＭ層１２の厚さは、２～１０μｍ程度である。
【００８８】
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　透明電極層１３は、可視光透過性と電気導電性を兼ね備えた薄膜層であり、液晶、有機
ＥＬ素子、タッチパネル、太陽電池等の透明電極として広く用いられている。透明電極層
３の素材は、金、銀および銅等の導電性金属、ならびにこれらの合金、ならびに、酸化イ
ンジウムスズ（ＩＴＯ）、酸化亜鉛（ＺｎＯ）、カーボンナノチューブ（ＣＮＴ）、フラ
ーレン、グラフェン等の導電性素材も好ましい。なお、ＣＮＴ等の炭素材料を使用する場
合、透明導電層は、バインダー樹脂を含むことが好ましい。
【００８９】
　透明電極層１３の厚みは、通常５ｎｍ～１０００００ｎｍ程度である。例えばＩＴＯの
場合、５～５００ｎｍ程度である。
【００９０】
　保護膜１４は、樹脂組成物から形成した硬化被膜である。保護膜１４の厚みは、通常３
～３０μｍが好ましく、４～１０μｍがより好ましい。硬化被膜の厚みが３μｍ以上にな
ると、機能層の保護機能が向上し屈曲性がより向上する。また保護膜１４の厚みが３０μ
ｍ以下になると、生産性の向上やコストダウンの他に透明性がより向上する。また前記硬
化被膜上に、他の樹脂（Ａ）を用いた樹脂組成物から形成される第二の保護膜を備えるこ
とも好ましい。これにより屈曲性がさらに向上する。
【００９１】
　前記機能層を有する基材上に保護膜１４を形成する方法は、公知の印刷ないし塗工法を
使用できる。印刷方法は、例えばスクリーン印刷、フレキソ印刷、オフセット印刷、グラ
ビア印刷、ＩＪ（インクジェット）印刷およびグラビアオフセット印刷等が挙げられる。
また塗工方法は、例えばディップコート法、エアーナイフコート法、カーテンコート法、
ローラーコート法、ワイヤーバーコート法、グラビアコート法、スライドコート法が挙げ
られる。
　また、印刷または塗布後、乾燥・硬化工程を行なうことが好ましい。乾燥・硬化工程は
、ＵＶランプ（例えば高圧水銀ランプ）、熱風オーブン、赤外線オーブン、およびマイク
ロウエーブオーブン、ならびにこれらを複合した複合オーブン等公知の乾燥装置が挙げら
れる。熱風オーブンを使用した熱乾燥・硬化の条件は８０℃～１８０℃で１０～１２０分
程度が好ましく、１００℃～１４０℃未満で１５～６０分程度がより好ましい。また、光
照射量は、１０～３０００ｍＪ／ｍ２程度である。
【００９２】
　粘着層１５は、例えばアクリル粘着剤、ウレタン粘着剤、ポリエステル粘着剤、シリコ
ーン粘着剤、ゴム系粘着剤が挙げられる。粘着層１５の厚みは、１０～３００μｍ程度で
ある。
【００９３】
＜無機バリア層＞
　機能層は、無機バリア層であることが好ましい。
実施態様のひとつとして無機バリア層を備えた有機ＥＬディスプレイの態様について図２
を元に説明する。なお、無機バリア層を含む態様が下記に限定されないことはいうまでも
ない。
　図２によると、基材２１、ＴＦＴ２２、有機ＥＬ発光層２３、透明電極層２４、無機バ
リア層２５、保護膜２６、粘着層２７、基材２１を順次積層した態様が挙げられる。
透明電極層２４、保護膜２６、粘着層２７は、上段で説明した通りである。
【００９４】
　基材２１は、特に制限はなく、使用目的等に応じて適宜選択することができる。基材は
、例えばセルロールエステル、ポリエステル、ポリオレフィン、ビニル化合物、アクリル
樹脂、他の樹脂が好ましい。
　セルロールエステルは、例えばセルロールエステルでは、ジアセチルセルロース、トリ
アセチルセルロース（ＴＡＣ）、プロピオニルセルロース、ブチリルセルロース、アセチ
ルプロピオニルセルロース、ニトロセルロース等が挙げられる。
　ポリエステルは、例えばポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリエチレンナフタ
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レート（ＰＥＮ）、ポリブチレンテレフタレート、ポリ－１，４－シクロヘキサンジメチ
レンテレフタレート、ポリエチレン－１，２－ジフェノキシエタン－４，４’－ジカルボ
キシレート、ポリブチレンテレフタレート等が挙げられる。
　ポリオレフィンは、例えばポリエチレン、ポリプロピレン（ＰＰ）、ポリメチルペンテ
ン、ポリテトラフルオロエチレン、シクロオレフィンポリマー（ＣＯＰ）等が挙げられる
。
　ビニル化合物では、ポリビニルアルコール、ポリ酢酸ビニル、ポリ塩化ビニル、ポリフ
ッ化ビニル等が挙げられる。
　アクリル樹脂は、例えばポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）、ポリアクリル酸エス
テル等が挙げられる。
　他の樹脂は、例えば、ポリスチレン（ＰＳ）、ポリカーボネート（ＰＣ）、ポリアミド
、ポリイミド（ＰＩ）、ポリウレタン、ポリスルホン、ポリエーテルスルホン、ポリエー
テルケトン、ポリエーテルイミド、ポリオキシエチレン、ノルボルネン樹脂、ＡＳ樹脂（
ＳＡＮ）、塩化ビニリデン樹脂（ＰＶＤＣ）、エポキシ樹脂等が挙げられる。これらの中
でもポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリカーボネート（ＰＣ）、シクロオレフ
ィンポリマー（ＣＯＰ）、ポリイミド（ＰＩ）が好ましい。
【００９５】
　基材の厚みは、特に制限されないが、３０～３５０μｍ程度であり、５０～２５０μｍ
がより好ましい。前記範囲の厚みにより、基材の機械特性、形状安定性、寸法安定性、お
よびハンドリング面等が適切になりやすい。
【００９６】
　ＴＦＴ２２は、薄膜トランジスタであり、公知のＴＦＴ使用できる。
　ＴＦＴ２２の厚さは、５～５００ｎｍ程度である。
【００９７】
　有機ＥＬ（エレクトロルミネッセンス）発光層２３は、公知の層であり、通常一層から
多層で形成された有機化合物から成る層である。
　有機ＥＬ発光層の厚さは、２～１０００ｎｍ程度である。
【００９８】
　無機バリア層２５は、金属化合物からなる薄膜の層である。無機バリア層の形成方法と
して、例えば蒸着法、スパッタリング法、イオンプレーティング法等の物理的気相成長法
（ＰＶＤ）、種々の化学的気相成長法（ＣＶＤ）、めっきやゾルゲル法等の液相成長法が
ある。特に、ＣＶＤ法、スパッタリング法は、緻密でバリア性能に優れた無機バリア層を
形成できる点で好ましい。
【００９９】
　前記金属化合物は、例えば珪素酸化物、アルミニウム酸化物、窒化物、炭化物、および
これらの混合物、ならびにこれらの複合酸化物が好ましい。また、さらに他の金属酸化物
、金属窒化物、または金属炭化物を併用することもできる。無機バリア層は上述した材料
からなる単層構造であってもよいし、同一組成または異種組成の複数層からなる多層構造
であってもよい。
【０１００】
　無機バリア層２５の厚みは、特に限定されないが、１層の厚みは１５～１００ｎｍが好
ましく、２０～５０ｎｍがより好ましい。厚みが１５ｎｍ以上になると、無機バリア層形
成時のピンホールの発生が減少し、バリア性能が大きく向上する。また厚みが１００ｎｍ
以下になると、屈曲後に割れが発生し難い。
【０１０１】
　以上、本発明の樹脂組成物は、機能層を有する基材上への保護膜に適用した場合につい
て詳細を説明した。
　本発明の樹脂組成物は、例えばリジッドプリント、フレキシブルプリント、半導体素子
、太陽電池、有機ＥＬ素子、タッチパネル等の用途に使用しても良い。
　また本発明より得られたディスプレイは、例えば携帯電話、スマートフォン、タブレッ
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ト端末、ノート型パソコン、スマートウォッチ、電子書籍、カーナビゲーション、ゲーム
端末、液晶ディスプレイモニター、有機／無機ＥＬディスプレイモニター等が挙げられる
。さらにディスプレイが無くとも、デジタルカメラ、ビデオカメラ、ＣＤ、ＤＶＤ、プレ
ーヤー等にも使用できる。
【０１０２】
　本発明のディスプレイは、基材、ならびに光透過性樹脂組成物の硬化物である保護膜を
備えている。前記基材は、機能層を有することが好ましく、前記保護膜は、前記機能層を
保護することが好ましい。保護膜は、用途に応じて機能層のすべてを保護する必要がない
場合がある。
　前記ディスプレイとして、例えばタッチパネルディスプレイは、液晶パネルの表面ガラ
ス板を基材とした図１の実施態様が挙げられる。
　また、例えば有機ＥＬディスプレイは、図２で示す実施態様が挙げられる。
　また、ディスプレイではないが、太陽電池（図示しないが）を構成する透明電極の保護
膜として使用することが好ましい。
【実施例】
【０１０３】
　以下、実施例、比較例を挙げて本発明を詳細に説明するが、本発明は以下の例に限定さ
れるものではない。尚、特に断りのない限り、「部」は「質量部」、「％」は「質量％」
を意味する。表中の配合量は、質量部である。
【０１０４】
＜樹脂（Ａ）＞
[樹脂溶液１]
　エリーテルＵＥー３２００Ｇ（ポリエステル、Ｍｎ１５，０００、水酸基価６ｍｇＫＯ
Ｈ／ｇ、Ｔｇ６５℃、ユニチカ社製）４０部をエチレングリコールモノエチルエーテルア
セテート６０部に溶解し、不揮発分４０％の樹脂溶液１を得た。
【０１０５】
[樹脂溶液２]
　ＸＡ－０６１１（ポリエステル、Ｍｎ１７，０００、水酸基価４ｍｇＫＯＨ／ｇ、Ｔｇ
６５℃、ユニチカ社製）４０部をエチレングリコールモノエチルエーテルアセテート６０
部に溶解し、不揮発分４０％の樹脂溶液２を得た。
【０１０６】
[樹脂溶液３]
　ＹＰ－５５Ｕ（フェノキシ樹脂、Ｍｎ１０，０００、水酸基価２８３ｍｇＫＯＨ／ｇ、
Ｔｇ８４℃、新日鉄住金化学社製）４０部をエチレングリコールモノエチルエーテルアセ
テート６０部に溶解し、不揮発分４０％の樹脂溶液３を得た。
【０１０７】
[樹脂溶液４]
　ＦＸ－２９３（フェノキシ樹脂、Ｍｎ１０，５００、水酸基価１６４ｍｇＫＯＨ／ｇ、
Ｔｇ１５８℃、新日鉄住金化学社製）４０部をエチレングリコールモノエチルエーテルア
セテート６０部に溶解し、不揮発分４０％の樹脂溶液４を得た。
【０１０８】
[樹脂溶液５]
　ＪＥＲ１０１０（エポキシ樹脂、Ｍｎ５，５００、水酸基価３６ｍｇＫＯＨ／ｇ、Ｔｇ
５９℃、三菱化学社製）４０部をエチレングリコールモノエチルエーテルアセテート６０
部に溶解し、不揮発分４０％の樹脂溶液５を得た。
【０１０９】
[樹脂溶液６]　 
　ＢＬ－１０（ブチラール樹脂、Ｍｎ１８，５００、水酸基価２４７ｍｇＫＯＨ／ｇ、Ｔ
ｇ５９℃、積水化学社製）４０部をエチレングリコールモノエチルエーテルアセテート６
０部に溶解し、不揮発分４０％の樹脂溶液６を得た。
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【０１１０】
[樹脂溶液７]
　ＢＸ－Ｌ（ブチラール樹脂、Ｍｎ２０，０００、水酸基価３５３ｍｇＫＯＨ／ｇ、Ｔｇ
７４℃、積水化学社製）４０部をエチレングリコールモノエチルエーテルアセテート６０
部に溶解し、不揮発分４０％の樹脂溶液７を得た。
【０１１１】
[樹脂溶液８]
　ＢＸ－５（アセタール樹脂、Ｍｎ１３０，０００、水酸基価３２１ｍｇＫＯＨ／ｇ、Ｔ
ｇ８６℃、積水化学社製）４０部をエチレングリコールモノエチルエーテルアセテート６
０部に溶解し、不揮発分４０％の樹脂溶液８を得た。
【０１１２】
[樹脂溶液９]
　ＣＡＢー５５１―０．２（セルロースアセテートブチレート樹脂、Ｍｎ３０，０００、
水酸基価５３ｍｇＫＯＨ／ｇ、Ｔｇ１０１℃、イーストマンケミカルジャパン社製）４０
部をエチレングリコールモノエチルエーテルアセテート６０部に溶解し、不揮発分４０％
の樹脂溶液９を得た。
【０１１３】
[樹脂溶液１０]
　ＣＡＢー５００―５（セルロースアセテートブチレート樹脂、Ｍｎ５７，０００、水酸
基価３３ｍｇＫＯＨ／ｇ、Ｔｇ９６℃、イーストマンケミカルジャパン社製）４０部をエ
チレングリコールモノエチルエーテルアセテート６０部に溶解し、不揮発分４０％の樹脂
溶液１０を得た。
【０１１４】
[樹脂溶液１１]
　ＵＲ－１３７０（ポリウレタン、Ｍｎ３０，０００、水酸基価３ｍｇＫＯＨ／ｇ、Ｔｇ
４６℃、不揮発分３５％、東洋紡社製）１１４部を樹脂溶液１１としてそのまま使用した
。
【０１１５】
[樹脂溶液１２]
　ＵＲ－８２００（ポリウレタン、Ｍｎ２５，０００、水酸基価４ｍｇＫＯＨ／ｇ、Ｔｇ
７３℃、不揮発分３０％、東洋紡社製）１３３部を樹脂溶液１２としてそのまま使用した
。
【０１１６】
[樹脂溶液１３]
　ＣＡＢー５５１―０．０１（セルロースアセテートブチレート樹脂、Ｍｎ１６，０００
、水酸基価５０ｍｇＫＯＨ／ｇ、Ｔｇ８５℃、イーストマンケミカルジャパン社製）４０
部を単官能（メタ）アクリルモノマー（１）のライトアクリレートＬ－Ａ（ラウリルアク
リレート）６０部に溶解し、不揮発分１００％の樹脂溶液１３を得た。
【０１１７】
[樹脂溶液１４]
　ＵＲ－８３００（ポリウレタン、Ｍｎ３０，０００、水酸基価３ｍｇＫＯＨ／ｇ、Ｔｇ
２３℃、不揮発分３０％、東洋紡社製）１３３部を樹脂溶液１４としてそのまま使用した
。
【０１１８】
[樹脂溶液１５]
　ＣＡー３９８―３（セルロースアセテート樹脂、Ｍｎ５０，０００、水酸基価１１６ｍ
ｇＫＯＨ／ｇ、Ｔｇ１８９℃、イーストマンケミカルジャパン社製）４０部をエチレング
リコールモノエチルエーテルアセテート６０部に溶解し、不揮発分４０％の樹脂溶液１５
を得た。
【０１１９】
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[樹脂溶液１６]
　エリーテルＵＥー３３２０（ポリエステル、Ｍｎ１，８００、水酸基価６０ｍｇＫＯＨ
／ｇ、Ｔｇ４０℃、ユニチカ社製）４０部をエチレングリコールモノエチルエーテルアセ
テート６０部に溶解し、不揮発分４０％の樹脂溶液１６を得た。
【０１２０】
[樹脂溶液１７]
　ソルバインＣ（環構造を有さない塩化ビニル／酢酸ビニル共重合樹脂、Ｍｎ３１，００
０、Ｔｇ７０℃、日信化学工業社製）４０部をエチレングリコールモノエチルエーテルア
セテート６０部に溶解し、不揮発分４０％の環構造を有さない樹脂溶液１７を得た。
【０１２１】
　樹脂溶液１～１７の樹脂（Ａ）のＭｎ、水酸基価およびＴｇは、以下の方法に従って求
めた。
【０１２２】
＜数平均分子量（Ｍｎ）の測定＞
装置：ＧＰＣ（ゲルパーミッションクロマトグラフィー）
機種：昭和電工社製ＳｈｏｄｅｘＧＰＣ－１０１
　カラム：昭和電工社製ＧＰＣＫＦ－Ｇ＋ＫＦ８０５Ｌ＋ＫＦ８０３Ｌ＋ＫＦ８０２
検出器：示差屈折率検出器　昭和電工社製ＳｈｏｄｅｘＲＩ－７１
溶離液：テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）
流量：サンプル側：１ｍＬ／分、リファレンス側：０．５ｍＬ／分
温度：４０℃
サンプル：０．２％ＴＨＦ溶液（注入量１００μＬ）
検量線：東ソー社製の下記の分子量の標準ポリスチレン１２点を用いて検量線を作成した
。
Ｆ１２８（１．０９Ｘ１０６）、Ｆ８０（７．０６Ｘ１０５）、Ｆ４０（４．２７Ｘ１０
５）、Ｆ２０（１．９０Ｘ１０５）、Ｆ１０（９．６４Ｘ１０４）、Ｆ４（３．７９Ｘ１
０４）、Ｆ２（１．８１Ｘ１０４）、Ｆ１（１．０２Ｘ１０４）、Ａ５０００（５．９７
Ｘ１０３）、Ａ２５００（２．６３Ｘ１０３）、Ａ１０００（１．０５Ｘ１０３）、Ａ５
００（５．０Ｘ１０２）。
ベースライン：ＧＰＣ曲線の最初のピークの立ち上がり点を起点とし、リテンションタイ
ム２５分（分子量３，１５０）でピークが検出されなかったので、これを終点とした。そ
して、両点を結んだ線をベースラインとして、分子量を求めた。
【０１２３】
＜水酸基価の測定＞
　ＪＩＳＫ００７０に準拠して測定した。
【０１２４】
＜Ｔｇの測定＞
・装置：セイコーインスツルメンツ社製　示差走査熱量分析計ＤＳＣ－２２０Ｃ
・試料：約１０ｍｇ（０．１ｍｇまで量る）
・昇温速度：１０℃／分にて２００℃まで測定
　　・Ｔｇ温度：低温側のベースラインを高温側に延長した直線と、融解ピークの低温側
の曲線に勾配が最大になる点で引いた折線の交点の温度をＴｇとした。
【０１２５】
＜架橋剤（Ｂ）＞
［架橋剤Ａ］
　ＢＩ７９８２（ブロックイソシアネート、ベースイソシアネート：ＨＤＩトリマー、ブ
ロック剤：ＤＭＰ、解離温度１１０℃、不揮発分７０％、バクセンデン（Ｂａｘｅｎｄｅ
ｎＣｈｅｍｉｃａｌｓＬｉｍｉｔｅｄ）社製
［架橋剤Ｂ］
　デュラネートＭＦ－Ｋ６０Ｂ（ブロックイソシアネート、ベースイソシアネート：ＨＤ
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Ｉ、ブロック剤：活性メチレン、解離温度９０℃、不揮発分６０％、旭化成ケミカルズ社
製）
［架橋剤Ｃ］
　デスモジュールＢＬ１１００／１（ブロックイソシアネート、ベースイソシアネート：
ＴＤＩ、ブロック剤：εーカプロラクタム、解離温度１６０℃、不揮発分１００％、住化
コベストロウレタン社製）
［架橋剤Ｄ］
　ＥＨ－１０５Ｌ（芳香族アミン、アミン価３７０ｍｇＫＯＨ／ｇ、不揮発分１００％、
ＡＤＥＫＡ社製）
［架橋剤Ｅ］
　ＩＲＧＡＣＵＲＥ９０７（２－メチルー１－（４－メチルチオフェニル）ー２―モルフ
ォリノプロパンー１－オン、不揮発分１００％、ＢＡＳＦ社）
【０１２６】
［無機微粒子］
　ＳＧ－９５（タルク、不揮発分１００％、日本タルク社製）
【０１２７】
［単官能（メタ）アクリルモノマー（１）］
　ライトアクリレートＬ－Ａ（ラウリルアクリレート　共栄社化学社製）
【０１２８】
［多官能（メタ）アクリルモノマー（２）］
　Ｍｉｒａｍｅｒ　Ｍ２２０（トリプロピレングリコールジアクリレート、ＭＩＷＯＮ社
）
【０１２９】
［硬化促進剤］
　ＸＫ－６１４（金属錯体、不揮発分１００％、キングインダストリー（ＫＩＮＧＩＮＤ
ＵＳＴＲＩＥＳ）社製）
【０１３０】
［消泡剤］
ＡＣ－３２６Ｆ（ビニルエーテル樹脂、不揮発分１００％、共栄社化学社製）
【０１３１】
（樹脂組成物の調製）
＜実施例１＞
　樹脂溶液１：１００部、架橋剤Ａ：３．０部、促進剤：０．２０部、消泡剤：０．５０
部、溶剤：２０．０部とをプラネタリーミキサーにて混合することで樹脂組成物を調製し
た。
【０１３２】
＜実施例２～２０、比較例１～５＞
　表１～表２に示す樹脂溶液、架橋剤、促進剤、消泡剤、溶剤および配合比率を変更した
以外は、実施例１と同様に行なうことで、それぞれ実施例２～２０、比較例１～５の樹脂
組成物を調製した。
【０１３３】
＜実施例２１＞
　樹脂溶液１：１００部、架橋剤Ａ：３．０部、無機微粒子：８．０部、促進剤：０．２
０部、消泡剤：０．５０部、溶剤：２０．０部とをプラネタリーミキサーにて混合し、次
いで３本ロールを使用して分散することで樹脂組成物を調製した。
【０１３４】
＜実施例２２＞
　樹脂溶液１３：１００部、架橋剤Ｅ：２０部、単官能（メタ）アクリルモノマー（１）
：１８０部、多官能（メタ）アクリルモノマー（２）：１２０部とをプラネタリーミキサ
ーにて混合することで樹脂組成物を調製した。
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【０１３５】
＜引張弾性率測定用シートの作製＞
　得られた樹脂組成物を、剥離性シート（市販発泡ＰＥＴフィルム）上に乾燥後の厚さが
２０μｍになるようにドクターブレードを用いて塗工した。次いで１３０℃オーブンにて
３０分硬化・乾燥させることで試験用シート１を得た。図３に示すにホーショー社製３５
ｍｍのＳＬＩＤＥ　ＭＯＵＮＴ３１へ、縦５０ｍｍ×幅１０ｍｍにカットした試験用シー
ト１の硬化被膜３２をセットし、試料３０を作製した。
・発泡ＰＥＴフィルム：東洋紡社製ＣＮ１００（厚さ５０μｍ）
【０１３６】
＜膜厚の測定＞
　得られた保護膜シートにおける保護膜の厚みはＭＨ－１５Ｍ型測定器（ニコン社製）を
用いて測定した。
【０１３７】
＜引張弾性率、引張応力、および降伏点の評価＞
　前記試料３０について、引張弾性率、２％延伸した時の引張応力、および降伏点を、小
型卓上引張試験機（島津製作所社製ＥＺ－ＳＸ）を用いて測定した。図３の試料３０の上
部、下部を試験片掴み具（チャック）で固定し、図３の試料３０のＸ－Ｙ、およびＸ’―
Ｙ’をカット後、チャック間距離２３ｍｍ、引張速度０．０１ｍｍ／秒で上部を伸長させ
、２％延伸した時の応力、および降伏点を下記条件で測定した。なお、引張弾性率は、Ｊ
ＩＳＫ７１６１に沿って評価した。具体的には、規定された２点のひずみε１＝０．０５
％、およびε２＝０．２５％に対応する応力をそれぞれσ１、およびσ２とする時、応力
の差（σ２－σ１）をひずみの差（ε２－ε１）で除した値を引張弾性率（Ｅ）とし、下
式に基づいて求めた。
Ｅ＝（σ２－σ１）／（ε２ーε１）
Ｅ：引張弾性率（ＭＰａ）、σ：引張応力（ＭＰａ）、ε：引張ひずみ
【０１３８】
＜貯蔵弾性率試験用シートの作製＞
　前記試験用シート１を用いて縦２８ｍｍ×幅５ｍｍにカット後、剥離性シートを剥がし
た硬化被膜を試料２とした。
【０１３９】
＜貯蔵弾性率の評価＞
　試料２の貯蔵弾性率を、動的粘弾性測定装置（アイティー計測制御社製ＤＶＡ－２２５
）を用いて下記条件で測定した。
チャック間距離　：２０ｍｍ
昇温速度　　　　：１０℃／秒
測定温度範囲　　：２５～２００℃
【０１４０】
＜密着性試験用シートの作製＞
　図４を元に密着性試験に使用する試料を説明する。得られた樹脂組成物を、ＩＴＯ積層
フィルム４１上に乾燥後の厚みが７μｍになるようにスクリーン印刷を行い、縦１５ｍｍ
×横３０ｍｍの保護膜４２を形成した。次いで１３０℃オーブンにて３０分乾燥させるこ
とで試験用シート２を得た。得られた試験用シート２を使用して保護膜４２の透明導電膜
に対する密着性を評価した。
・ＩＴＯ積層フィルム：市販品（ＩＴＯ層の表面抵抗値：１５０Ω／□、基材：ＰＥＴ、
厚さ：１００μｍ）
【０１４１】
＜密着性の評価＞
１．初期密着性
　得られた試験用シート２を用いて、テープ密着試験を実施した。テープ密着試験はＪＩ
ＳＫ５６００に準拠して実施した。
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具体的には基材に達するが切断しない程度の深さで、カッターナイフを使用して幅１ｍｍ
間隔で縦方向に１１本、横方向に１１本の切れ目を入れことで、１０マス×１０マスの計
１００個のマス目を形成した。次いで市販セロハンテープ（２５ｍｍ幅、ニチバン社製）
を硬化被膜面に貼り付けた後、前記セロハンテープを手で急速に剥離することで、残った
マス目の状態を評価した。
・評価基準
○：変化がない。（良好）
△：マス全体は剥離しないが、マスの一部が剥離する。（実用上問題ない）
×：１個以上のマスが剥離する。（実用不可）
【０１４２】
２．湿熱試験後の密着性
　得られた試験用シート２を８５℃８５％雰囲気下で２４０時間放置した後、２３℃５０
％雰囲気で１時間放置後、初期密着性と同様の方法で密着性を評価した。評価は上記同様
の基準で実施した。
【０１４３】
＜抵抗値＞
　屈曲性試験を行い試験前後の抵抗値の変化を評価した。図５（ａ）平面図、（ｂ）側面
図を元に試料の作製方法を説明する。ＩＴＯ積層フィルム５１上に市販導電性ペースト（
ＲＥＸＡＬＰＨＡ　ＲＡ　ＦＳ０７４、トーヨーケム社製）を乾燥後の膜厚が５μｍにな
るようにスクリーン印刷を行い、縦１５ｍｍ×横３．５ｍｍの抵抗値測定用端子部５２－
１および抵抗値測定用端子部５２－２を７５ｍｍの間隔を空けて形成し、１３５℃オーブ
ンにて３０分乾燥を行い、硬化させた。次いでＩＴＯ積層フィルム５１上に得られた樹脂
組成物を乾燥後の膜厚が７μｍになるようにスクリーン印刷を行い、縦１５ｍｍ×横７０
ｍｍの保護膜５３を形成した。次いで１３０℃オーブンにて３０分間乾燥を行い、硬化さ
せて試験シート３を作製した。
なおＩＴＯ層に直接、テスターで端子を当てて抵抗値を測定すると、ＩＴＯ層が傷つき正
確な抵抗値が測定できないため、銀ペーストでＩＴＯ上に抵抗値測定用端子部を形成して
、そこにテスターを当てて抵抗値を測定した。
【０１４４】
＜抵抗値変化率の評価＞
　得られた試験シート３を用いて屈曲性試験を実施した。屈曲性試験は、耐屈曲性試験器
（ユアサシステム機器社製、面状体無負荷Ｕ字伸縮試験機）を用いて行い、試験シート３
の保護膜が下側になるように装置にセットし、直径４ｍｍ幅、３０回／分の速度で５万回
折り曲げを実施した。表面抵抗値の変化率は下記の計算式から算出した。
変化率＝（５万回折り曲げ後の表面抵抗値試験前の表面抵抗値）／（試験前の表面抵抗値
×１００）
・評価基準
○：変化率が１０％未満（良好）
△：変化率が１０％以上３０％未満（実用上問題ない）
×：変化率が３０％以上（実用不可）
【０１４５】
＜水蒸気透過率＞
　屈曲性試験を行い試験後の水蒸気透過率を評価した。図６（ａ）平面図、（ｂ）側面図
を元に試料の作製方法を説明する。
　シリカ蒸着層付フィルム６１上に得られた樹脂組成物を乾燥後の膜厚が７μｍになるよ
うにスクリーン印刷して縦１００ｍｍ×横１００ｍｍの保護膜６２を形成した。次いで１
３０℃オーブンにて３０分硬化・乾燥させて試験シート４を作製した。得られた試験シー
ト４を用いて屈曲性試験を行なった。屈曲性試験は、上記抵抗値の測定法と同様に行った
。
・シリカ蒸着層付フィルム：三菱樹脂社製テックバリアＬＸ(基材：ＰＥＴ、厚さ１２μ
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【０１４６】
＜水蒸気透過率の評価＞
　上記試験シート４の屈曲性試験後の水蒸気透過率を、水蒸気透過率測定装置（ＭＯＣＯ
Ｎ社製ＰＥＲＭＡＴＲＡＮ）を用いて測定した。測定条件は４０℃１００％Ｒ．Ｈ．で２
４時間試験を行った。得られた実測値を厚さ１００μｍでの結果に換算し、下記基準で評
価した。
○：水蒸気透過率が１．０ｇ/（ｍ２・day）未満（良好）
△：水蒸気透過率が１．０ｇ/（ｍ２・day）以上２．０ｇ/（ｍ２・day）未満（実用域）
×：水蒸気透過率が２．０ｇ/（ｍ２・day）以上（実用不可）
【０１４７】
＜耐溶剤性、透明性＞
　図７を元に耐溶剤性試験、および透明性試験を説明する。
　ＰＥＴフィルム７１上に得られた樹脂組成物を乾燥後の膜厚が７μｍになるようにスク
リーン印刷して縦７０ｍｍ×横４０ｍｍの保護膜７２を形成した。次いで１３０℃オーブ
ンにて３０分硬化・乾燥させ試験シート５を得た。
・ＰＥＴフィルム：東洋紡社製Ａ４１００（厚さ１００μｍ、易接着処理あり）
【０１４８】
＜耐溶剤性評価＞
　得られた試験シート５を用いて耐溶剤性試験を実施した。試験シート５の保護膜の表面
に対して、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート（ＰＧＭＡＣ）を含ませ
た綿棒を用いて、３０往復擦ることで保護膜の耐溶剤性を試験した。評価は、試験後の表
面を目視で観察して行った。
・評価基準
○：保護膜の光沢が試験前後で変化がない（良好）
△：保護膜の光沢がやや低下した。（実用上問題ない）
×：保護膜がＰＧＭＡＣで膨潤、ないしＰＥＴフィルムから剥離した。（実用不可）
【０１４９】
＜透明性評価＞
　得られた試験シート５を用いて透明性試験を実施した。透明性は、ＨＡＺＥＭＥＴＥＲ
ＮＤＨ２０００（日本電色社製）で光源Ｄ６５を用いて測定した。
・評価基準
○：透過率が９０％以上（良好）
△：透過率が８０％以上９０％未満（実用上問題ない）
×：透過率が８０％以下（実用不可）
【０１５０】
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【０１５１】
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【表２】

【０１５２】
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【表３】

【０１５３】
　表１および表２の結果から、実施例１～２２は、機能層との密着性、屈曲後の抵抗値上
昇の抑制、屈曲後の水蒸気バリア性の各評価項目において、実用上問題ない評価結果であ
った。
　一方、表３の結果から、比較例１は硬化剤が含まれていないため、硬化性が低く湿熱性
、および耐溶剤性が悪い結果となった。比較例２～４は、樹脂（Ａ）のＴｇおよびＭｎの
数値が適切ではないため評価項目を全て満たさなかった。また、比較例５は環構造を有さ
ないため、密着性が悪い結果であった。
【符号の説明】
【０１５４】
１１　　　　基材
１２　　　　ＩＭ層
１３　　　　透明電極層
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１４　　　　保護膜
１５　　　　粘着層
２１　　　　基材
２２　　　　ＴＦＴ
２３　　　　有機ＥＬ発光層
２４　　　　透明電極層
２５　　　　無機バリア層
２６　　　　保護膜
２７　　　　粘着層
３０　　　　試料
３１　　　　ＳＬＩＤＥ　ＭＯＵＮＴ
３２　　　　保護膜
４１　　　　ＩＴＯ積層フィルム
４２　　　　保護膜
５１　　　　ＩＴＯ積層フィルム
５２－１　　抵抗値測定用端子部
５２－２　　抵抗値測定用端子部
５３　　　　保護膜
６１　　　　シリカ蒸着層付フィルム
６２　　　　保護膜
７１　　　　ＰＥＴフィルム
７２　　　　保護膜

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】
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